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平成２７年度中間（上半期）久喜市行政改革実施計画の進捗状況 

１ 全体の進捗状況 

項目数 

進捗状況 財政効果額（千円） 

ＡＡ 

達成／ 

完了 

Ａ 

計画を

上回る 

Ｂ 

計画ど

おり 

Ｃ 

計画を

下回る 

Ｄ 

実施見

合せ 

Ｅ 

未実施 
計画額 

① 

実績額 

② 

95 
15 

（15.8%） 
11 

（11.6%） 
61 

（64.2%） 
8 

(8.4%) 
0 
 

0 
 

▲ 697,559 ▲ 116,614 

 

          

 

・平成 27年度中間（上半期）の行政改革各実施項目の全体の取組状況については、「Ｂ計画どおり」以上の推進状況とされた実施項目が 

87項目（91.6％）あります。一部、進捗の遅れがある実施項目がありますが、全体としては、概ね計画どおりに進捗しています。 

・財政効果については、実績額の計は▲1億 1,661万 4千円となっています。 
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財政効果額の状況 

計画額 

① 

実績額 

② 

（単位：千円） 

資料１ 

＊達成率は、「Ｂ計画どおり」以上の推進状況とされた実施項目の割合 
＊「Ｂ計画どおり」以上の割合の合計は、端数処理をしているため、達成率と一致しない場合があります。 
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２ 性質別進捗状況 

 行政改革実施計画の各実施項目が行政活動に及ぼす作用・性質に基づいて分類したものです。 

項目（性質別分類） 項目数 

進捗状況 財政効果額（千円） 

ＡＡ 

達成／ 

完了 

Ａ 

計画を

上回る 

Ｂ 

計画ど

おり 

Ｃ 

計画を

下回る 

Ｄ 

実施見合

せ 

Ｅ 

未実施 
計画額 

A 

実績額 

B 

① 基盤・体制整備、強化 26 3 6 14 3 0 0 ▲ 1,364,789 ▲ 282,708 

② 市民サービス向上 24 9 0 13 2 0 0 ▲ 45,992 4,672 

③ コスト縮減、収入増、事務改

善 
45 3 5 34 3 0 0 713,222 161,422 

合 計 95 15 11 61 8 0 0 ▲ 697,559 ▲ 116,614 
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このページは白紙のページです。 
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２－１ 性質別項目① 基盤・体制整備、強化 

 インフラの整備や、事業等の実施体制の構築など、より良いサービスや環境を整えるとした実施項目です。施設の改修や機器の設置に関する項目が

多いことから、他に比較して高額のマイナスの財政効果（財政負担）が生じます。 

≪実施項目番号≫ 

12、13、14、15、24、26、27、29、30、31、32、33、34、35、41、46、48、53、54、55、56、58、59、60、66、95 

 

項目数 

進捗状況 財政効果額（千円） 

ＡＡ 

達成／ 

完了 

Ａ 

計画を

上回る 

Ｂ 

計画ど

おり 

Ｃ 

計画を

下回る 

Ｄ 

実施見

合せ 

Ｅ 

未実施 
計画額 

① 

実績額 

② 

26 
3 

(11.5%) 
6 

(23.1%) 
14 

(53.8%) 
3 

(11.5%) 
0 
 

0 
 

▲ 1,364,789 ▲ 282,708 
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（単位：千円） 
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「Ａ 計画を上回る」となった項目・理由 

No.14 自主防災組織の育成 

自主防災組織の組織率が 70.2％と目標である 69％を上回り、新規設立数も 9団体と目標である 4団体を上回ったため 

No.32 電子入札の拡充 

 電子入札実施件数が 45件となり、目標である 40件を上回ったため 

No.53 太陽光発電の推進 

新たに 3施設に太陽光発電システムの設置が予定され、目標である 2施設を上回る見込みであるとともに、発電規模が 238.06ｋWと目標である 220

ｋWを上回ったため 

No.54 ＬＥＤ照明等の導入の検討 

 新たに 6施設に環境配慮型照明の設置が予定され、目標である 2施設を上回る見込みであるため 

No.55 雨水の有効活用の推進 

 新たに 4施設に雨水貯留施設の設置が予定され、目標である 1施設を上回る見込みであり、貯留容量も目標を上回る見込みであるため 

No.56 緑のカーテンの設置の推進 

 緑のカーテンの設置箇所について、28施設と目標である 27施設を上回ったため 

 

「Ｃ 計画を下回る」となった項目・理由 

 No.12 小･中学校の耐震化の推進 

  平成 25年度に実施を予定していた一部耐震補強工事を平成 26年度に先送りしたことで、平成 26年度中に予定していた砂原小学校の耐震補強工

事を平成 27年度に先送りして実施することとなり、目標である耐震化率 100％に至らなかったため 

 No.13 本庁舎及び公民館等の公共施設の耐震化の推進 

  公共施設の耐震化率について、中間時点で 85.71％と目標である 100％には至らず、平成 27年度中の目標達成には至らない見込みであるため 

No.41 道路台帳の一元化の推進 

  2級基準点の整備が 96点にとどまり、平成 25年度までの目標である市全域での 2級基準点 158点の整備に至らなかったため 
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財政負担が生じた主な項目 
 

No. 実施項目 実績額 

12 小･中学校施設の耐震化の推進 ▲2億 1,978万円 

46 安定した水の確保 ▲4,902万 6千円 
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このページは白紙のページです。 
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２－２ 性質別項目② 市民サービス向上 

市民サービスや、生活に関わる諸条件を向上させるための新たな取り組みや、改善を行うとした実施項目です。事業や制度の方向性を検討する性質

により、財政効果を伴わない項目が多く、少額のマイナスの財政効果（財政負担）が生じます。 

≪実施項目番号≫ 

1、2、3、4、5、6、7、8、9、10、11、16、19、22、23、25、28、45、79、80、81、82、83、84 

 

項目数 

進捗状況 財政効果額（千円） 

ＡＡ 

達成／ 

完了 

Ａ 

計画を

上回る 

Ｂ 

計画ど

おり 

Ｃ 

計画を

下回る 

Ｄ 

実施見

合せ 

Ｅ 

未実施 
計画額 

① 

実績額 

② 

24 
9 

(37.5%) 
0 

(0.0%) 
13 

(54.2%) 
2 

(8.3%) 
0 
 

0 
 

▲ 45,992 4,672 
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(37.5%) 
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(54.2%) 

2 

(8.3%) 

性質別項目② 進捗状況 

達成率 

91.7％ 

財政効果額 

4,672千円 

ＡＡ 達成／完了 

Ｂ 計画どおり 

Ｃ 計画を下回る 

▲ 25,712 ▲ 28,661 

▲ 35,843 

▲ 45,992 

▲ 58,585 

▲ 39,967 

▲ 57,763 ▲ 56,997 

4,672 

▲ 70,000 

▲ 60,000 

▲ 50,000 

▲ 40,000 

▲ 30,000 

▲ 20,000 

▲ 10,000 

0

10,000
H24 H25 H26 H27 H28

性質別項目② 財政効果額の状況 

計画額 

① 

実績額 

② 

（単位：千円） 

実績額がプラスとなっていますが、これは収
入が増加した訳ではありません。 

実績額には、平成 27年度上半期執行済額のみ
が計上されており、下半期の取組みで計画額
に相当する財政支出が見込まれます。 
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新たに「ＡＡ 達成／完了」となった項目・理由 

 No.9 放課後子ども教室の推進 

  6月に新たに 1校で開校したことにより、市内すべての小学校で開校することができたため 

 

「Ｃ 計画を下回る」となった項目 

 No.79 使用料の見直し 

 使用料の見直し方針（基準）を作成したものの、平成 27年 10月に予定されていた消費税引上げが先送りとなったことから、消費税引上げの動向

を注視しながら平成 27年度以降随時見直しを行うこととしたため 

No.80 手数料の見直し 

 手数料の見直し方針（基準）を作成したものの、平成 27年 10月に予定されていた消費税引上げが先送りとなったことから、消費税引上げの動向

を注視しながら平成 27年度以降随時見直しを行うこととしたため 
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２－３ 性質別項目③ コスト縮減、収入増、事務改善 

 歳入確保や支出削減、または行政の内部事務改善などにより財政効果を生み出すこととした実施項目です。 

≪実施項目番号≫ 

 17、18、20、21、36、37、38、39、40、42、43、44、47、49、50、51、52、57、61、62、63、64、65、67、68、69、70、71、72、73、74、75、76、

77、78、85、86、87、88、89、90、91、92、93、94 

 

項目数 

進捗状況 財政効果額（千円） 

ＡＡ 

達成／ 

完了 

Ａ 

計画を

上回る 

Ｂ 

計画ど

おり 

Ｃ 

計画を

下回る 

Ｄ 

実施見

合せ 

Ｅ 

未実施 
計画額 

① 

実績額 

② 

45 
3 

(6.7%) 
5 

(11.1%) 
34 

(75.6%) 
3 

(6.7%) 
0 
 

0 
 

713,222 161,422 
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「Ａ 計画を上回る」となった項目 

No.18 選挙事務に人材派遣の導入 

 人材派遣と併せて、経費削減効果がより高い臨時職員も活用したことによって、計画を上回る削減効果が生じたため 

No.20 指定管理者制度の推進 

 平成 25年度、平成 26年度において、新規導入施設数が目標を上回っており、また、平成 26年度に指定期間が満了となる施設において、平成 27

年度から指定管理者による管理を継続することができたため 

No.61 職員定員管理の適正化 

 職員数が 923人と目標である 936人以下とすることができ、計画を上回る削減効果が生じたため 

No.69 市債の繰上げ償還の実施 

 平成 27年度において、繰上げ償還を実施することができる見込みとなったため 

No.86 保育所保育料の滞納額の圧縮 

 平成 27年度上半期における滞納額が、1,911万 6千円と目標である 2,113万 1千円以下となったことから、下半期においても目標を達成する見込

みとなったため 

 

「Ｃ 計画を下回る」となった項目 

No.51 常任委員会会議録の見直し 

 常任委員会会議録の製本部数を平成 26年度から 2部減冊し 20部としたものの、目標である 0部には至らなかったため 

No.67 財政指標（経常収支比率・公債費負担比率）の目標値の設定 

 収納の強化や職員定数の削減等の歳入確保・歳出削減努力にもかかわらず、職員給与費の臨時特例減額措置の終了による増加等のために経常的な

歳出が増加したことによって、経常収支比率が 91.7％と目標である 88.0％以下を超過、また、新たに借り入れる地方債を抑制したものの、指標の

分母となる一般財源が増加したことで公債費負担比率が 13.8％と目標である 13.5％以下を超過したため 

No.89自動販売機設置事業者の公募 

 既存の自動販売機設置事業者のうち、障がい者福祉団体や災害時応援協定を締結している団体に配慮することも踏まえつつ自動販売機の設置施設

を検討したものの、公募の実施には至らなかったため 
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財政効果が生じた主な項目 
  

No. 実施項目 実績額 

18 選挙事務に人材派遣の導入 160万 4千円 

61 職員定員管理の適正化 4億 3,571万 3千円 

86 保育所保育料の滞納額の圧縮 201万 5千円 

91 ふるさと納税の受入れ推進 365万 8千円 

 

 

３ 実施計画に変更のあった項目  

平成２７年度中間（上半期）実績（平成 27年 9月 30日時点）での変更 

No. 実施項目名 変更内容 変更理由 

4 
自動交付機による証明書発行

手数料の引き下げ 

【実施内容】計画 

平成 27年度 準備 → 検討 

平成 28年度 実施 → 検討 

 コンビニエンスストアでの各種証明書の交付申請数を確

認しながら、自動交付機による発行手数料の引き下げにつ

いて、引き続き検討することとしたため 

18 選挙事務に人材派遣の導入 
【年度別実績】計画額 

平成 28年度 未設定 → 599千円 

 人材派遣や臨時職員について、今後も活用していく見込

みとなったため 

25 権限移譲事務の受入れの推進 
【数値目標】計画 

平成 28年度 94事務 → 93事務 

 「第四次埼玉県権限移譲方針」に基づく権限移譲計画（平

成 28 年度～平成 30 年度）を策定したことにより、移譲予

定事務数が明確となったため 

59 人事評価制度の推進 
【実施内容】計画 

平成 27年度 実施 → 試行 

 地方公務員法の一部改正に伴い、人事評価の実施が法定

化され、平成 28年度からの本格実施が示されたことにより、

平成 27 年度は国に準拠した制度の見直しを行い、平成 28

年度から本格実施することとしたため 

 


